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【事業検証について】 
宝塚市では、宝塚市行財政経営方針（令和 3年度～令和 12年度）において、令和 3 年度（2021 年度）から令和 5 年度（2023 年度）までの 3カ年で

時代の変化に適応し続けるための基盤の強化を図ることとしており、その一環として、市の裁量経費である上乗せ横出し事業*¹、市単独事業*²につい

て、成果の視点を基に、有効性、効率性等の観点から事業検証を実施し、今後の方向性を示すこととしています。 

 令和 5年度（2023年度）は、以下の事務事業について検証チーム*³で事業検証を実施し、宝塚市行財政経営戦略本部*⁴で今後の方向性等の検証結果

をとりまとめました。また、令和 4年度（2022年度）に事業検証を実施した事業のうち、今後の方向性の決定に至っていない事務事業についても引き

続き検討を行い、その状況をとりまとめました。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

  

＊1 上乗せ横出し事業 

市の裁量で実施しないことが可能で、

国県制度分を実施の上さらに拡充し

ているもの。 

＊2 市単独事業 

市の裁量で実施しないことが可能で、 

市の単独事業であるもの。 

＊3 検証チーム 

事業検証を行うチーム。企画経営部長、 

財務担当部長、経営改革推進担当部長、 

総務部長、事務事業所管の各担当部長、 

各担当のほか、政策アドバイザーで構成。 

 

＊4 宝塚市行財政経営戦略本部 

行財政経営の主要課題への対応や方針 

等に関する事務を所掌。市長をはじめ、 

市の幹部職員で構成。 
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＜令和 5年度（2023年度）に検証を新たに実施した事務事業＞ 

区

分 
事務事業 事業概要 担当課 ページ 

市

単

独

事

業 

① 人事管理事業(被服等貸与) 

労働安全衛生法や宝塚市職員被服等貸与規程に基づき、安全な作業環境を確保するため、

特定の職種の職員に被服の着用を義務付けているもので、被服貸与計画表を定め、年度ご

とに、対象となる職員に定められた被服を貸与する。 

人材育成課 5 

② 在宅児支援事業 

兵庫県から「障害児等療育支援事業」を受託し、在宅支援訪問療育等指導事業及び施設支

援一般指導事業を実施する。発達に課題がある子どもの早期発見と早期療育へ繋げると

ともに、子どもの成長に不安を抱える保護者に対しての支援を行う。 

子ども発達支

援センター 
6 

③ 青少年音楽活動推進事業 

音楽を通しての青少年の情操教育、異年齢の仲間づくりによって青少年の健全育成を図

ることを目的に実施する。吹奏楽の音楽隊を小学校９校に、バトン隊を小学校３校に、中

学生隊を市内で１箇所設置し、指導者を派遣して指導する。 

青少年課 7 

④ 都市美化推進事業(宝塚を美

しくする市民運動) 

毎年春・秋の２回、市内全域を対象とし、市民と協働で市内一斉清掃を実施する。一斉清

掃の実施により生じたごみの委託による収集業務、使用するごみ袋の配布及び自治会と

の連絡調整を行う。 

環境政策課・

生活環境課 

8 

⑤ 環境美化推進事業(宝塚を美

しくする市民運動) 

毎年春・秋の２回、市内全域を対象とし、市民と協働で市内一斉清掃を実施する。一斉清

掃の実施により排出された側溝・水路内土砂を回収し、仮置場まで運搬した後に処分す

る。 

道路管理課 

⑥ 就労支援事業 

兵庫労働局（ハローワーク）との一体的実施事業として、就職支援セミナーや面接会の開

催、若者しごと相談における個別相談を実施するほか、若者や就職氷河期世代、女性等を

対象としたさまざまな就労支援事業を民間事業者へ委託し実施する。 

商工勤労課 9 
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区

分 
事務事業 事業概要 担当課 ページ 

市

単

独

事

業 

⑦ 人権教育推進事業 
 

「じんけん講座Ⅰ、Ⅱ」や「じんけんワークショップ講座」を実施し、人権啓発に努める。

また、人権課題の研修会や学習会に人権教育指導員や地域人権教育活動推進員を派遣し、

教職員や市民の人権意識の向上に努める。各中学校区の学校園所の職員が、発達段階に応

じた人権・同和教育に関する事例研究を行い、実践的な連携を図る。 

学校教育課 10 ⑧ 人権教育総務事業 

「人権教育推進委員会」を設置し、本市における人権教育、人権啓発の取組の推進に努め

る。また、「宝塚市人権・同和教育協議会」と連携し、すべての人々の人権が尊重される

社会をめざし、学校園所、地域、家庭、職場など様々な場や機会において、市民の人権意

識の向上に努める。 

⑨ 人権教育文化事業 
人権文化センター等の施設を活用し、地域に根差した学習活動や行事への参加を促し、仲

間づくりを進めながら差別解消への意欲を高める。 

⑩ 人権文化創造活動支援事業 
人権文化センター等の施設を活用し、体験をもとに人権課題の解決への力を養う講座を

実施し、人権意識の向上を図る。 
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＜令和４年度（2022年度）方向性未決定分＞ 

区分 事務事業 事業概要 担当課 ページ 

上
乗
せ
横
出
し
事
業 

⑪  障害者（児）医療費助成事業 
市民の健康保持・福祉増進を目的に、兵庫県との共同事業として福祉医療制度を実施

する。市民が、安心して医療を受けることができるよう県基準に加え、市として対象

者の拡大と所得制限の緩和を図っている。 

医療助成課 

11 

⑫  乳幼児等医療費助成事業 12 

市
単
独
事
業 

⑬ 高齢者社会参加・健康促進事業

（高齢者バス・タクシー運賃助成事

業） 

４月１日現在満７０歳以上の市民のうち⑬身体障害者手帳・療育手帳を所持していな

い市民にバス・タクシーに使用できる５００円の助成券を⑭手帳を所持している市民

にタクシーに使用できる４３０円の助成券を、年間１０枚交付する。⑬⑭とも福祉タ

クシー・リフト付きタクシーの助成対象者を除く。 

高齢福祉課 13 

⑭ 障碍（がい）高齢者タクシー運賃助

成事業 

⑮ 生活道路整備事業 

市民の日常生活の利便性の向上、生活環境の整備、災害時の安全確保を図ることを目

的とし、生活道路整備条例に基づき、建築確認申請時に道路後退が生じた箇所などに

おいて、後退部分等の用地買収を行い、道路として拡幅整備を行う。 

道路管理課 14 

⑯ 特別支援教育推進事業 

個別のニーズに応じた環境整備に加えて、介助員、看護師、学習支援員等の人的配置

を行う。巡回相談、研修会等を行い従事者のレベルアップを図る。「なかよし運動会」

「ふれあい作品展」「さよならコンサート」等で児童生徒の交流を行う。 

学校教育課 15 

⑰ 子ども支援事業 

子どもが自分らしく安定した学校生活を送るため、心理発達面や学習面の支援を行

う。集団になじみにくい子どもに対し、心理サポーターや別室登校指導員等による個

別支援を行う。SC・医師等専門家を派遣し教員の多角的な子ども理解を深める。 

教育支援課 16 
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事務 
事業 

人事管理事業(被服等貸与) 担当課 人材育成課 

主
な
議
論
の
内
容 

＜有効性＞ 

① 貸与した被服が必ずしも着用されていない実態がある。技術服・調理服・保育士服・幼稚園服など被服の種類によって、同一のものを

着るというユニフォームとしての役割や安全性に対する役割などが異なる。各課で独自に購入する被服も含め、被服の種類ごとに購入

や貸与が必要か改めて整理が必要ではないか。 

＜効率性＞ 

② 過剰な貸与とならないよう、貸与期間の見直しや新たなものを配布する場合は、返却もしくは廃棄させることが必要ではないか。 

③ 市販品を導入している事例があるが、値段が安価であるメリットがあるため、安全性や機能性を満たしたうえで市販品への変更をさら

に進めてはどうか。 

＜その他＞ 

④ 市章のついた被服が売買されたり、職員が目的外に使用したりすれば市の責任が問われかねない。被服の種類によっては名札を着用す

ることで市章は不要ではないか。市章が不要となればコスト削減にもつながる。 

⑤ 近隣市の事例をより詳細に調査してはどうか。また、被服貸与は民間企業でも実施しているので事例を調査してはどうか。 

⑥ 被服のリユースやリサイクルに力を入れている企業と連携協定を結び、廃棄を減らすなど SDGsの視点で取り組み、市民への啓発効果

を狙ってはどうか。 

方
向
性 

□ 事業拡充 
①②職種を対象に貸与する被服については、職員アンケートや台帳管理を行い、貸与や使用の状況を把握したうえ

で被服の種類ごとに労働安全衛生の観点での必要性や適切な貸与期間を検証し、適正化を図る。また、職員被

服等貸与規程を改正し、新たなものを配布する際は貸与した被服の廃棄を職員に義務付ける。【R6年度】 

各課で独自に購入する被服については、各部で必要性を検証し、適正化を図る。また、貸与に係る規定を職員

被服等貸与規程に定め、適切に各課で管理する。【R6年度】 

③ 被服の調達については市販品も含めて検討を行う。【R6年度】 

④ 職務執行上で名札の着用に危険が伴う場合を除き、市章については廃止する方向で検討する。【R6年度】 

⑤ 民間企業等の事例も含めて有効な事例調査を実施する。【R6年度】 

⑥ 被服のリユースやリサイクルに力を入れている企業との連携協定を検討する。【R6年度】 

□ 現行通り継続 

■ 手法、内容の見直し 
（指標の見直し含む） 

□ 縮小 

□ 廃止／休止 

□ 転換 

■ 宝塚市行財政経営行動計画 

での進捗管理 

※「方向性」の文末の【 】は、取組を実施する又は開始する予定時期を示しています。 
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事務 
事業 

在宅児支援事業 担当課 子ども発達支援センター 

主
な
議
論
の
内
容 

＜有効性＞ 

① 今の成果指標（支援機関等につないだ相談者）だけでは成果を十分に測ることができない。支援機関につないだ相談者の割合や相談者

へのアンケートによる満足度など新たな成果指標について検討が必要ではないか。また、出前発達相談に関して活動の成果を測る指標

の設定が必要ではないか。 

＜効率性＞ 

② これまで子ども発達支援センターに相談していた保護者が、令和 5年 2 月にオープンした、たからっ子総合相談センター「あのね」に

相談に行くことも考えられる。そうした相談者数の変化を捉え、事業規模や従事職員数などの見直しが必要ではないか。 

③ ぴよぴよ広場（親子教室）について、待ちが発生して利用までに時間を要する現状は望ましくない。手厚さだけでなくスピード感も重

視し、多くの人の相談を受けられるような仕組みにする必要があるのではないか。また、数回の参加でも障碍（がい）の有無の見立て

ができる場合や、回数が多いと感じる人もいるのではないか。一方で見立てをするのに回数を要する場合もあるので、利用者のニーズ

や子どもの状況に応じて柔軟に利用できるような仕組みについて、他市の事例も踏まえ検討が必要ではないか。 

④ 令和 6年 4月の改正児童福祉法の施行により、児童発達支援センターの機能強化や障碍（がい）児の支援体制の強化を目的とした地域

障害児支援体制強化事業が始まる。同事業の補助対象となるかや移行の是非について調査・検討する必要がある。 

＜その他＞ 

⑤ 相談件数や利用者が増加しており、今後、財源や職員が限られていくことを踏まえると市だけで対応することが困難になる恐れがあ

る。児童通所支援利用の手引きを作成し、民間事業所の情報を市民に提供するなどの連携は行っているが、今後、市が果たすべき役割

と民間でも可能な役割を整理し、民間との連携をさらに進めていく必要がある。 

方
向
性 

□ 事業拡充 
① 支援機関につないだ相談者の割合を成果指標に設定する。また、ぴよぴよ広場（親子教室）及び子ども発

達総合相談において実施するアンケート項目を新たな成果指標として設定することを検討する。出前発達

相談については実施施設と連携し相談者に対してのアンケートを実施する。【R5年度】 

② 子ども発達支援センターへの相談件数や各種の相談事業の申し込み状況の変化と「あのね」の関連性を分

析し、必要に応じて事業規模や従事職員数などの見直しに取り組む。【R5年度】 

③ 利用者へのアンケートや近隣市の事例などを参考に、より効率的・効果的な仕組みを検討する。【R5年度】 

④ 地域障害児支援体制強化事業への R6年度からの移行に向けて、さらに検討を進める。【R5年度】 

⑤ 民間事業所も含めた地域全体での支援に向けて、市が果たすべき役割と民間でも可能な役割を整理し、子

ども発達支援センターが中核的な役割を果たしながら連携を進める。【R5年度】 

□ 現行通り継続 

■ 手法、内容の見直し 

（指標の見直し含む） 

□ 縮小 

□ 廃止／休止 

□ 転換 

■ 宝塚市行財政経営行動計画 

での進捗管理 

※「方向性」の文末の【 】は、取組を実施する又は開始する予定時期を示しています。 
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事務 
事業 

青少年音楽活動推進事業 担当課 青少年課 

主
な
議
論
の
内
容 

＜有効性＞ 

① 本事業は、音楽を通して青少年の健全育成を図ることなどを目的としているが、事業の成果が今の指標（音楽隊・バトン隊隊員数）だ

けでははっきり見えない。どれだけ健全育成につながったのかを把握するため、隊員や保護者などへアンケートを実施し、新たな成果

指標を設定することが必要ではないか。 

＜その他＞ 

② 隊員数は少子化の進行により長期的には減少していくことが見込まれ、今後、学校単位での活動がままならないことも想定されるので

活動拠点の集約などの検討が必要ではないか。また、小学校 23校のうち実施は 9校となっている。少子化の進行による事業の持続性や

一部の学校にしか参加機会がないという公平性の問題を踏まえ、この事業の運営方法など将来のあるべき姿を早期に示し、必要に応じ

て地域とも協議しながら、中長期スパンで見直しに取り組んでいくべきではないか。 

方
向
性 

□ 事業拡充 

① R6年度からの指標設定に向け、隊員や保護者などへアンケートを実施する。【R5年度】 

② 隊員数の減少や参加機会が一部の学校に限られているという問題に対応するため、他市の事例を参考に対象校

を広げて活動拠点を集約するなどの事業の方向性を示す。課題解決に向けた手順を R6 年度に作成し、中長期

的に見直しに取り組む。【R6年度】 

□ 現行通り継続 

■ 手法、内容の見直し 
（指標の見直し含む） 

□ 縮小 

□ 廃止／休止 

□ 転換 

■ 宝塚市行財政経営行動計画 

での進捗管理 

※「方向性」の文末の【 】は、取組を実施する又は開始する予定時期を示しています。 

  



8 

 

 

事務 
事業 

都市美化推進事業、環境美化推進事業(宝塚を美しくする市民運動) 担当課 
環境政策課・生活環境課、道

路管理課 

主
な
議
論
の
内
容 

＜有効性＞ 

① 宝塚を美しくする市民運動については、市民の自主的な取組から始まった歴史ある事業であり、自治会連合会及び自治会ネットワーク

会議との共催事業として実施しているが、自治会会員の減少や高齢化の進行による参加者の減少が今後想定される。持続的に事業の成

果を維持・向上させていくためには、参加団体や参加者の拡大に取り組む必要がある。例えば、小中学校・ボーイスカウトなどの子ど

もや、本市と協定を締結している事業者などへ呼びかけることで、より多くの組織・市民に参加してもらえるのではないか。 

② 参加団体や参加者の拡大のほか若者・子どもなど多様な年代の参加に繋げるため、自治会等へのアンケートを実施し、参加者や不参加

者の声を聞いてはどうか。インターネットを活用してアンケートを実施したり、すべての自治会が難しければ一部の自治会で実施した

りするなど、効率的な手法についても検討が必要ではないか。 

方
向
性 

□ 事業拡充 

① 本事業の開始当初から自治会以外に、事業者や団体、グループ等へも参加の呼びかけを行っており、今後もよ

り多くの組織・市民に参加してもらえるよう呼びかけていく。 

② 持続的に事業を進めていくための手法や工夫については、今後も自治会連合会や自治会ネットワーク会議と相

談等を行っていく。 

□ 現行通り継続 

■ 手法、内容の見直し 
（指標の見直し含む） 

□ 縮小 

□ 廃止／休止 

□ 転換 

■ 宝塚市行財政経営行動計画 

での進捗管理 

※「方向性」の文末の【 】は、取組を実施する又は開始する予定時期を示しています。 
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事務 
事業 

就労支援事業 担当課 商工勤労課 

主
な
議
論
の
内
容 

＜有効性＞ 

① 民間の就労支援が充実している中で、どのような人を対象とするのかや成果を明確にし、市が実施する意義や事業の方向性を整理する

必要がある。また、再就職を目指す女性や生活困窮者、障碍（がい）がある人などを対象に他事業で行っている支援と、より連携する

必要がある。 

② 相談者の状況や支援結果、就職後の状況を調査し、データを蓄積していくことで、より有効な手法への改善や好事例の情報発信を行う

ことができる。事業効果をより高めるため、こうした検討が必要ではないか。 

③ 商工会議所や雇用促進連絡協議会などの雇用者側にも市の取組の理解と協力を求め、相談者側の声を伝えることが相談者の就労につな

がるのではないか。 

④ 若者しごと相談では、新卒者と 49歳までの若年層及び再就職を目指す女性を対象としているが、一般的な「若者」のイメージと対象者

にずれが生じている。名称について検討してはどうか。 

⑤ 現在設定されている成果指標は就職率や採用率といった割合になっているが、人数などの実数値も設定するのが良いのではないか。 

⑥ 中小企業は人材不足の問題を抱えている。ハローワークや大学等との連携を検討してはどうか。 

方
向
性 

□ 事業拡充 ① 第 2次労働施策推進計画に基づき、誰もが自分に合った働き方ができるよう、長年就労していない人や就労に

あたり何らかの困難を抱える人を対象とした、地域に根差した就労支援に有効な手法を検討し注力していく。

また、再就職を目指す女性や生活困窮者、障碍（がい）がある人などへの支援との連携をより一層進める。【R5

年度】 

② 就職後の調査方法や相談者の協力などの課題を整理し、データの蓄積やデータを活用した情報発信等に取り組

む。【R5年度】 

③ 就職に何らかの困難を抱える人の就職実現に向けて、就職氷河期世代支援や障碍（がい）者雇用、女性活躍な

どの視点を取り入れながら、雇用促進に関する啓発資料の配付や説明会の実施に取り組む。【R5年度】 

④ 若者しごと相談は、国との共同事業であるため、国と本市が参加する宝塚市一体的実施事業運営協議会で最適

な名称について協議する。【R5年度】 

⑤ 事務事業評価表で設定できる指標数には上限があるため指標設定は行わないが、「達成状況とその理由」欄に

人数などの実数値を記載する。【R5年度】 

⑥ ハローワークとの共催で実施している面接会について、雇用者側のニーズを把握しながらより効果的な実施に

向けてハローワークと協議を進める。また、大学との連携に関しても、調査・研究していく。【R6年度】 

□ 現行通り継続 

■ 手法、内容の見直し 
（指標の見直し含む） 

□ 縮小 

□ 廃止／休止 

□ 転換 

■ 宝塚市行財政経営行動計画 

での進捗管理 

※「方向性」の文末の【 】は、取組を実施する又は開始する予定時期を示しています。 



10 

 

 

事務 
事業 

人権教育推進事業、人権教育総務事業、人権教育文化事業、人権文化創造活動支援事業 担当課 学校教育課 

主
な
議
論
の
内
容 

＜有効性＞ 

① 啓発講座について、平日の日中のため参加できない人にも人権問題への関心を高めるため、講座内容を録画しアーカイブ動画をオンラ

インでいつでも見られるようにすることで、多くの人が講座を受講できるようになる。周知方法や開催方法などの検討が必要ではない

か。 

② 事業の成果が今の指標（講座参加者数、講座内容の理解度など）だけでははっきり見えない部分もある。アンケートは手法や分析が難

しいと思うが、人権意識の高まりを測る何らかのわかりやすい成果指標を設定することが必要である。 

③ テーマの中心は同和問題ということだが、例えばインターネット上の人権侵害から同和問題につなげるアプローチも有効ではないか。 

④ 3名の指導主事が地域や市内 3か所の人権文化センターと連携を図りながら、学習活動や行事を実施しているが、より効果的な方策に

ついて検討してはどうか。 

⑤ 人権・同和教育協議会について、他市の事例も参考にしながら、より効率的・効果的に取り組む必要があるのではないか。 

⑥ 地域や教員、子どもなどを対象に様々な講座や行事が実施されているが、人権文化センターなどでも様々な啓発事業が行われており、

より効率的・効果的な啓発に向け、それぞれの役割や実施内容について検討が必要ではないか。 

方
向
性 

□ 事業拡充 
① アーカイブ動画のオンライン視聴の実施に向けて検討する。【R5年度】 

② 成果指標の設定に向け、講座受講者に対して”人権意識がどうなったか” などの意識の変化に関するアンケ

ートを実施する。【R6年度】 

③ 学校教育においては、教科だけでなく、様々な体験活動や交流を通して子どもたちが自分の問題として人権に

気づき、考える機会を提供することが大切である。そのため同和問題が人権課題の重要な柱であると捉えつつ

も、今日的な課題も含めたさまざまな問題についても取り組み、子どもたちの人権意識を培う。【R5年度】 

④ 地域における人権教育や啓発をより効果的に実施するため、事業内容については、地域とも協議しながら検討

する。【R5年度】 

⑤⑥ 近隣市の協議会の取組や各部署の啓発事業の役割を調査・分析し、より効率的・効果的な取組について検討

する。【R5年度】 

□ 現行通り継続 

■ 手法、内容の見直し 
（指標の見直し含む） 

□ 縮小 

□ 廃止／休止 

□ 転換 

■ 宝塚市行財政経営行動計画 

での進捗管理 

※「方向性」の文末の【 】は、取組を実施する又は開始する予定時期を示しています。 
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事務 
事業 

障害者（児）医療費助成事業 担当課 医療助成課 

主
な
議
論
の
内
容 

① 中度障碍（がい）のある方への医療費助成については、昭和 48年の本事業開始以降に、県基準を超えて対象者を順次拡大し、現在で

は、県下でも高い水準の支援となっている。一方で、障碍（がい）者施策については、国の制度改正に伴う支援の充実や、障害者手帳

所持者数の増加による障害福祉サービス等の量的拡大が進んでいる状況にあり、医療費助成における県基準を超えた上乗せ横出し部分

の財源確保が課題となっている。このような状況から、対象者のあり方の検討が必要である。 

② 限られる資源を乳幼児等医療費助成などの重点化すべき施策に配分するのであれば、本事業だけでなく、市全体として施策をどのよう

にシフトしていくかの整理が必要である。 

③ 令和 4年度の市の決算では大幅なプラスの収支となっているものの、今後は財政状況が悪化することが見込まれる。令和 5年度の決算

や財政見通しを踏まえ、見直しについて検討する必要がある。 

方
向
性 

□ 事業拡充 

①②③ 中度障碍（がい）のある方への医療費助成のあり方については、限られる資源をどう配分するかとい

う施策全体の中での方針を整理しながら、引き続き検討していく。【R6年度】 

□ 現行通り継続 

■ 手法、内容の見直し 
（成果指標の見直し含む） 

□ 縮小 

□ 廃止／休止 

□ 転換 

■ 宝塚市行財政経営行動計画 

での進捗管理 

※「方向性」の文末の【 】は、取組を実施する又は開始する予定時期を示しています。 
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事務 
事業 

乳幼児等医療費助成事業 担当課 医療助成課 

主
な
議
論
の
内
容 

＜有効性＞ 

① 住んでいる地域や世帯の所得状況によって子育て支援に差をつけることなく、子どもの健やかな成長を支えていくためには、制度拡充

の必要性が高い。全国的に拡充に向けた動きが活発になり、近隣市においても対象者の拡大や無償化の動きがある。また、国において

も、「異次元の少子化対策」を掲げ、取組を強化する方向で進んでいる。このような状況から、医療費助成の拡充は子ども施策の中で

も優先度が高い。 

＜効率性＞ 

② 自己負担の導入や所得制限に係る世帯合算の導入については、上記①のとおり、住んでいる地域や世帯の所得状況によって子育て支援

に差をつけることなく、子どもの健やかな成長を支えていく必要があるため導入を見送る。 

方
向
性 

■ 事業拡充 

①② 高校生等の入院を新たに助成対象とし、所得制限を設定しないこととするとともに、1歳から中学 3年生（15

歳）まで設定していた所得制限を撤廃し、制度の拡充を図る。 

また、地域によって差が生じないよう、全国一律の子ども医療費助成制度の創設について引き続き国や県に

対し要望しながら、今後も本事業の安定的かつ継続的な実施を確保するとともに、事業拡充については引き

続き検討する。【R5年度】 

□ 現行通り継続 

□ 手法、内容の見直し 
（指標の見直し含む） 

□ 縮小 

□ 廃止／休止 

□ 転換 

□ 宝塚市行財政経営行動計画 

での進捗管理 

※「方向性」の文末の【 】は、取組を実施する又は開始する予定時期を示しています。 
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事務 
事業 

高齢者社会参加・健康促進事業、障碍（がい）高齢者タクシー運賃助成事業 担当課 高齢福祉課 

主
な
議
論
の
内
容 

＜有効性＞ 

① 高齢者社会参加・健康促進事業は、高齢化の進行に伴い、対象者が年々増加傾向にある。R6年度当初予算では約 1億円余りとなる大き

な事業であるが、成果が見えにくいことから実態の把握が課題となっていた。このため、70歳以上の市民を対象とした運賃助成事業に

関するアンケート調査を R5年 11～12月に実施し、1,932人から回答を得た。 

調査の結果、運賃助成券があることで外出する頻度が「増えた」という回答は 33.7％であり、一定の効果は認められる。また、運賃助

成券により、主に病院（通院）や買い物への外出が促進されていることが伺える。 

② 外出の促進に一定の効果はあると言えるが、一方で、外出する頻度は「変わらない」という回答が 54.6％であることや、病院や買い物

への外出が主に促進されていることは、社会参加・生きがいづくりという事業目的を踏まえると、費用対効果の面で課題がある。事業

目的を整理し、移動支援が必要な方に限定した持続可能な制度へ転換し、社会参加・生きがいづくりについては、別の手立てを検討し

てはどうか。 

方
向
性 

□ 事業拡充 

①～③ より効果的な社会参加・生きがいづくり、持続可能な制度への見直し等について、幅広く検討を進め

ていく。【R6年度】 

□ 現行通り継続 

■ 手法、内容の見直し 
（成果指標の見直し含む） 

□ 縮小 

□ 廃止／休止 

■ 転換 

■ 宝塚市行財政経営行動計画 

での進捗管理 

※「方向性」の文末の【 】は、取組を実施する又は開始する予定時期を示しています。 
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事務 
事業 

生活道路整備事業 担当課 道路管理課 

主
な
議
論
の
内
容 

＜有効性＞ 

① 本事業は、日常生活の利便性の向上、生活環境の改善、災害時における安全確保に資する事業だが、事業の成果が今の指標（「指定す

る道路（整備延長）」と「狭あい道路（整備延長）」）だけでははっきり見えない。新たな成果指標を設定することが必要ではないか。 

② 対象指標の「生活道路整備条例で位置づけた道路」が過去から 415,892mとなっているが、狭あい道路が新たに認定されるなど数値が

変動するため、現在の実際の数値と異なっているのではないか。狭あい道路は対象も多く算出に時間を要する課題はあるが、持続的に

事業を続けていくのであれば、対象指標と総整備延長を再算出し、成果として整備の進捗を示す必要があるのではないか。 

＜効率性＞ 

③ 本市の道路事情を踏まえると制度の見直しはすべきでないという意見があった。一方で、財政面の観点や今後職員が限られていくこと

を踏まえ、限られる資源で成果を最大化するという視点で事業を改善していくことが必要であることから、職員の事務負担やコストの

削減に向けて、市が測量・分筆・工事するのではなく開発事業者が行う測量・分筆・工事に対し一定の金額を補助することや、道路用

地の寄附・使用貸借を増やすこと、狭あい道路の買取価格を見直すことについての意見もあった。 

方
向
性 

□ 事業拡充 

①② まずは指定する道路について整備率を新たな指標として設定するため、算出方法を検討する。【R5年度】 

③ 今後、資源が限られていくため、事業の効率化については、引き続き検討課題とする。 

□ 現行通り継続 

■ 手法、内容の見直し 
（指標の見直し含む） 

□ 縮小 

□ 廃止／休止 

□ 転換 

■ 宝塚市行財政経営行動計画 

での進捗管理 

※「方向性」の文末の【 】は、取組を実施する又は開始する予定時期を示しています。 
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事務 
事業 

特別支援教育推進事業 担当課 学校教育課 

主
な
議
論
の
内
容 

＜有効性＞ 

① 今の成果指標（なかよし運動会の参加率）だけでは成果を十分に測ることができない。事業全体ではなく事業の一部に関したものにな

っているので、新たな成果指標を設定する必要がある。 

＜効率性＞ 

② 近隣市に比べ介助員の配置人数が多いことが、事業費が大きい主な要因となっている。財源が限られていく中でも効果的に配置するた

めには、配置基準について見直しが必要ではないか。 

方
向
性 

□ 事業拡充 

① 児童生徒の支援に関する保護者へのアンケートを R5年度に実施し、新たな指標を設定する。【R6年度】 

② 介助員の配置について判断する際の基準となる明確な視点を昨年度に整理した。その運用状況も踏まえ、より

効率的・効果的に配置ができるように配置基準の見直しを行う。【R5年度】 

□ 現行通り継続 

■ 手法、内容の見直し 
（指標の見直し含む） 

□ 縮小 

□ 廃止／休止 

□ 転換 

■ 宝塚市行財政経営行動計画 

での進捗管理 

※「方向性」の文末の【 】は、取組を実施する又は開始する予定時期を示しています。 
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事務 
事業 

子ども支援事業 担当課 教育支援課 

主
な
議
論
の
内
容 

＜有効性＞ 

① 本事業は、小中学校の支援が必要な児童生徒を対象とした事業であるため、今の対象指標（市立中学校生徒数）を市立小中学校生徒数

に変更する必要がある。 

② 今の活動指標（別室登校指導員の配置率）だけでは活動を十分に測ることができないので新たな活動指標を設定する必要がある。 

＜効率性＞ 

③ 心理サポーターについては、子どもの背景やクラス集団の様子、校内の状況なども踏まえた配置が必要なため、一律的で詳細な配置基準の

設定は難しいが、財源が限られていく中でも効果的に事業を実施していくためには、近隣市の情報も収集しながら配置について検討し

ていくことが必要である。 

方
向
性 

□ 事業拡充 

① 市立小中学校児童生徒数を対象指標に設定する。【R5年度】 

② 別室登校指導員対象の研修会実施回数を新たに活動指標に設定する。【R5年度】 

③ 配置の考え方については、近隣市の情報も収集しながら、子どもや学校などの状況を総合的に勘案しつつ、よ

り効率的・効果的な配置に取り組む。【R5年度】 

□ 現行通り継続 

■ 手法、内容の見直し 
（指標の見直し含む） 

□ 縮小 

□ 廃止／休止 

□ 転換 

■ 宝塚市行財政経営行動計画 

での進捗管理 

※「方向性」の文末の【 】は、取組を実施する又は開始する予定時期を示しています。 



令和 5年（2023年）12月 26日 

 

 宝塚市長 山﨑 晴恵 様 

 

宝塚市行政評価委員会 

委員長 南島 和久  

 

   令和 5年度事業検証結果等について（答申） 

 

 令和 5年（2023年）10月 5日付宝塚市諮問第 29号について、行政評価委員会規則第 2

条の規定に基づく当委員会の調査、審議の結果及び意見を別紙のとおり答申します。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度事業検証結果等に係る答申書 
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宝塚市行政評価委員会 
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答申にあたって 

 

 令和 5年 10月 5日、宝塚市長より、宝塚市行政評価委員会に対し、「令和 5年度事業検証結果

等について」（宝塚市諮問第 29号）の諮問が行われました。この諮問の趣旨は、宝塚市役所内部

で検討されてきた市の事業に関する「事業検証結果等」について、「外部の視点に基づく意見や

提案等を求める」というものでした。この答申は本諮問に応じて作成されたものです。 

本答申に含まれる「事業検証結果等」の対象事業は、宝塚市が実施した令和 5年度事業検証の

対象 17事業（令和 4年度事業検証において方向性未決定の 7事業を含む）のうちの 3事業で

す。事業の選定については事務局の提案を踏まえ、とくに委員会の意見を聞いた方がよいと思わ

れる、議論の余地のある重要な事業を委員長が選びました。最終的に当委員会の審議対象となっ

たのは、「人事管理事業(被服等貸与)」「青少年音楽活動推進事業」「就労支援事業」の 3事業で

した。 

これらの事業はそれぞれに難しい論点を含んでいます。例えば、近隣市とのバランス、国や県

とのバランスなどが大きな背景となっています。これらは長い時間の経過のなかで大きく変わっ

てきております。 

当委員会では、こうした時代状況の変化を踏まえてもなお現時点において最適な事業の形態は

どのようなものか、どのようなものであるべきかということを各事業の所管部局に問いました。

とはいえ、時代の変化は漸進的なものですし、必ずしも一つの方向に向かっているというわけで

もありません。また、必要なすべてのデータがそろえられるのかというと、そういうわけでもあ

りません。こうした状況のなかで宝塚市は事業のあり方について判断を積み上げていかなければ

ならないという、責任のある立場に立たされています。当委員会の答申はその一助となることを

目指したものです。 

当委員会の審議に当たっては、なるべく広い視野から市民感覚に基づく意見を聴取することが

諮問の趣旨にも合致するものと考えておりました。他方、昨年度はこうした方針に基づき多様な

意見を掲記したところ、委員会としての意見集約を求められるところとなりました。このため、

本年度の委員会審議におきましては、担当部局に対する聞き取りを終えた後に、答申に収録する

意見の集約を図ることといたしました。 

本答申が宝塚市の行政のあり方にとってよりよい形で生かされることを期待してやみません。 

 

 

令和 5年（2023年）12月 26日  

宝塚市行政評価委員会委員長  南 島 和 久 
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1. 対象事業及び検証の方法 

宝塚市では、事務事業を有効性・効率性等の観点から検証し、限られる経営資源（財源や人

材など）で成果を最大化できるよう改善を図ることを目的に事業検証に取り組んでいる。 

宝塚市行政評価委員会（以下「委員会」という。）は、市長より諮問を受け、市が実施した

令和 5年度事業検証の対象 17事業（令和 4年度事業検証において方向性未決定の 7事業を含

む）のうち、3事業について検証を行った。 

具体的な対象事業は以下の(1)のとおりであった。 

 

委員会の開催日程は以下のとおり。 

回数 日時・場所 主な審議内容 

第 5回 

令和 5年 10月 5日（木） 

9：00～11：15 

宝塚市役所 4階 3-3会議室 

・諮問 

・宝塚市の財政に係る諸課題と今後の見通し

について 

・審議内容、スケジュールについて 

・令和 5年度事業検証結果（素案）について 

・事業検証（1事業） 

・03_就労支援事業 

第 6回 

令和 4年 10月 19日（木） 

9：00～11：00 

宝塚市役所 4階 3-3会議室 

・事業検証（2事業） 

・02_青少年音楽活動推進事業 

・01_人事管理事業(被服等貸与) 

第 7回 

令和 5年 11月 30日（木） 

9：00～10：40 

宝塚市役所 4階 3-3会議室 

・答申(案)について 

 

  委員会における検証の方法は以下のとおり。 

ア 事務局から内容説明を受け、担当部局と質疑応答を行った。 

イ 委員会で討議のうえ、見解をまとめた。 

 

(1) 対象 3事業 

No. 対象事務事業名 部局 課名 

01 人事管理事業(被服等貸与) 総務部 人材育成課 

02 青少年音楽活動推進事業 子ども未来部 青少年課 

03 就労支援事業 産業文化部 商工勤労課 
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2. 検証の視点 

委員会の審査にあたっての「検証の視点」については以下のア～クを基本とすることを確認

した。なお、これら以外の論点についても重要と思われる点については掲記することとした。 

 

ア 市の事業検証結果（素案）に示す「方向性」が妥当か。 

 

［有効性の視点］ 

イ 事業の実施により期待される効果が得られるか、又は得られているか（成果が不明確に

なっていないか）。 

ウ 事業の趣旨から見て、活動指標や成果指標は妥当か。 

 

［効率性の視点］ 

エ 投入された資源量に見合った効果が得られるか、又は得られているか（成果に対し、コ

ストは妥当か）。 

オ 必要な効果がより少ない資源量で得られるものが他にないか。 

カ 同一の資源量でより大きな効果が得られるものが他にないか。 

 

［その他］ 

キ 知見に基づくアドバイスや事例紹介など。 

ク 将来にわたり市が実施し続けることが可能か。 
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3. 検証結果 

(1) 人事管理事業(被服等貸与) 

方向性につ

いての意見

等 

〇職員被服等貸与規程に定められた被服や各課で独自に購入する被服につい

て、ユニフォームとしての役割や安全性に対しての役割から考えた際に、必

ず着用が必要なものとそうでないものがあるため、職員へのアンケートを実

施したうえで、それぞれの被服を貸与する目的の整理が必要である。 

○市章については、問題が起こるリスクも考慮し、必要最小限となるように基

準を規程に明記するべきである。各課が独自に購入する被服で市章が必要な

場合は申請を必須にするなどの方法を検討されたい。 

○安全性や法令を遵守する、より合理的な市販品への変更を検討されたい。 

○近隣市の調査について、事例の収集が十分ではないのでより詳細に調査され

たい。また、被服貸与は民間企業でも実施しているので事例を調査された

い。 

○貸与する被服を必要最小限にすることや、被服のリユースやリサイクルに力

を入れている民間企業と包括連携協定を結び、廃棄を減らすなど、SDGsの視

点で取り組み、市民への啓発効果を狙ってはどうか。 
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(2) 青少年音楽活動推進事業 

方向性につ

いての意見

等 

○現在の実施方法では対象者の偏りや少子化の進行による事業継続困難等の課

題があるので、今後の運営方法について早急に示す必要がある。 

〇事業を開始した昭和 38年と現在では、人口や人口ピラミッド、事業を取り

巻く社会環境が大きく変化している。その変化の整理と合わせて、音楽隊の

設立当初の目的の達成状況を整理したうえで、新たにこの事業の目的を再定

義する必要がある。 

○音楽のまち宝塚にふさわしい町のムードを盛り上げるためには、他の事業も

含めてどのような事業を行うのが最適なのかを考える必要がある。例えば教

育委員会による学校の音楽会やコンサートなど、所管の垣根を越えて関係部

とも議論を深められたい。 

○市で 1つの楽団を持ち 1か所で実施している尼崎市や、平成 28年に少年少

女合唱団を民間団体として自主運営に移行した伊丹市など、今後の運営方法

の参考になるような事例について十分に調査を行い、課題を整理されたい。 

○令和 4年度に市内全校でコミュニティ・スクールを導入しているので、事業

の運営方法の一つの選択肢として検討してはどうか。 

○事業の成果を測るためのアンケートについては、隊員や保護者だけでなく、

卒団生や地域の方も対象に実施してはどうか。 

○コロナ禍の影響による隊員数の減少は一時的なものに過ぎないので、検証結

果への記載は不要ではないか。 
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(3) 就労支援事業 

方向性につ

いての意見

等 

○検証結果の素案に記載されている通り、民間の就労支援が充実していること

から、本事業で市が担うべき役割は一般的な就労支援ではなく、何らかの困

難を抱える人向けの支援ではないか。対象者や関係部署・関係機関との役割

分担を明確化することは難しい課題であるが、追求されたい。また、困難を

抱える人を対象とすることは本事業の大前提であるため、検証結果の方向性

として最初に掲げる方が良い。 

○市では再就職を目指す女性や生活困窮者、障碍(がい)がある人などを対象に

他にも就労支援を行っている。例えば障碍(がい)がある人で、生活にも困窮

している場合など、複合的な課題を抱えている人もいるため、明確な役割分

担は難しいが、支援を必要とする人に最適な支援ができるように関係部署・

関係機関とより一層連携されたい。 

○障碍(がい)がある人などの就労に向けては、企業側への啓発だけでなく、企

業側と共に対応を考える必要があるので、コーディネートなどの働きかけや

企業側にもメリットが生まれるような手立てを検討する必要がある。就労チ

ャレンジプログラムについてもいわゆる一般的なセミナーとして実施してい

るが、何らかの困難を抱える人の特性を生かせるような内容を検討された

い。 

○現在設定されている成果指標は就職率や採用率といった割合になっている

が、人数などの実数値も設定するのが良いのではないか。 

○中小企業は人材不足の問題を抱えている。ハローワークや大学等との連携を

検討されたい。 
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委員名簿 

                               （敬称略、五十音順） 

職務 氏名 所属等 

委員 石丸 寛二 
宝塚商工会議所会頭（新明和工業株式会社 取締

役副社長執行役員） 

委員 岡 絵理子 関西大学教授 

委員 上月 宏之 
近畿税理士会西宮支部副支部長（税理士法人アー

クマネジメント 代表社員税理士・所長） 

委員 篠原 靖 兵庫県阪神北県民局 宝塚健康福祉事務所副所長 

副委員長 土山 希美枝 法政大学教授 

委員 中谷 奈津子 神戸大学大学院准教授 

委員 中村 一雄 宝塚市自治会連合会理事 

委員長 南島 和久 龍谷大学教授 

委員 山下 洋介 市民公募委員 

 



  

 

 

 

 

 

 

 

令和 5年度（2023年度）事業検証結果(素案) 
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【事業検証について】 
宝塚市では、宝塚市行財政経営方針（令和 3年度～令和 12年度）において、令和 3 年度（2021 年度）から令和 5 年度（2023 年度）までの 3カ年で

時代の変化に適応し続けるための基盤の強化を図ることとしており、その一環として、市の裁量経費である上乗せ横出し事業*¹、市単独事業*²につい

て、成果の視点を基に、有効性、効率性等の観点から事業検証を実施し、今後の方向性を示すこととしています。 

 令和 5年度（2023年度）は、以下の事務事業について検証チーム*³で事業検証を実施し、宝塚市行財政経営戦略本部*⁴で今後の方向性等の検証結果

をとりまとめました。また、令和 4年度（2022年度）に事業検証を実施した事業のうち、今後の方向性の決定に至っていない以下の事務事業について、

引き続き検討を行い、その状況をとりまとめました。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

  

＊1 上乗せ横出し事業 

市の裁量で実施しないことが可能で、

国県制度分を実施の上さらに拡充し

ているもの。 

＊2 市単独事業 

市の裁量で実施しないことが可能で、 

市の単独事業であるもの。 

＊3 検証チーム 

事業検証を行うチーム。企画経営部長、 

財務担当部長、経営改革推進担当部長、 

総務部長、事務事業所管の各担当部長、 

各担当のほか、政策アドバイザーで構成。 

 

＊4 宝塚市行財政経営戦略本部 

行財政経営の主要課題への対応や方針 

等に関する事務を所掌。市長をはじめ、 

市の幹部職員で構成。 
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＜令和 5年度（2023年度）に検証を新たに実施した事務事業＞ 

区

分 
事務事業 事業概要 担当課 ページ 

市

単

独

事

業 

① 人事管理事業(被服等貸与) 

労働安全衛生法や宝塚市職員被服等貸与規程に基づき、安全な作業環境を確保するため、

特定の職種の職員に被服の着用を義務付けているもので、被服貸与計画表を定め、年度ご

とに、対象となる職員に定められた被服を貸与する。 

人材育成課 5 

② 在宅児支援事業 

兵庫県から「障害児等療育支援事業」を受託し、在宅支援訪問療育等指導事業及び施設支

援一般指導事業を実施する。発達に課題がある子どもの早期発見と早期療育へ繋げると

ともに、子どもの成長に不安を抱える保護者に対しての支援を行う。 

子ども発達支

援センター 
6 

③ 青少年音楽活動推進事業 

音楽を通しての青少年の情操教育、異年齢の仲間づくりによって青少年の健全育成を図

ることを目的に実施する。吹奏楽の音楽隊を小学校９校に、バトン隊を小学校３校に、中

学生隊を市内で１箇所設置し、指導者を派遣して指導する。 

青少年課 7 

④ 都市美化推進事業(宝塚を美

しくする市民運動) 

毎年春・秋の２回、市内全域を対象とし、市民と協働で市内一斉清掃を実施する。一斉清

掃の実施により生じたごみの委託による収集業務、使用するごみ袋の配布及び自治会と

の連絡調整を行う。 

環境政策課・

生活環境課 

8 

⑤ 環境美化推進事業(宝塚を美

しくする市民運動) 

毎年春・秋の２回、市内全域を対象とし、市民と協働で市内一斉清掃を実施する。一斉清

掃の実施により排出された側溝・水路内土砂を回収し、仮置場まで運搬した後に処分す

る。 

道路管理課 

⑥ 就労支援事業 

兵庫労働局（ハローワーク）との一体的実施事業として、就職支援セミナーや面接会の開

催、若者しごと相談における個別相談を実施するほか、若者や就職氷河期世代、女性等を

対象としたさまざまな就労支援事業を民間事業者へ委託し実施する。 

商工勤労課 9 
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区

分 
事務事業 事業概要 担当課 ページ 

市

単

独

事

業 

⑦ 人権教育推進事業 
 

「じんけん講座Ⅰ、Ⅱ」や「じんけんワークショップ講座」を実施し、人権啓発に努める。

また、人権課題の研修会や学習会に人権教育指導員や地域人権教育活動推進員を派遣し、

教職員や市民の人権意識の向上に努める。各中学校区の学校園所の職員が、発達段階に応

じた人権・同和教育に関する事例研究を行い、実践的な連携を図る。 

学校教育課 10 ⑧ 人権教育総務事業 

「人権教育推進委員会」を設置し、本市における人権教育、人権啓発の取組の推進に努め

る。また、「宝塚市人権・同和教育協議会」と連携し、すべての人々の人権が尊重される

社会をめざし、学校園所、地域、家庭、職場など様々な場や機会において、市民の人権意

識の向上に努める。 

⑨ 人権教育文化事業 
人権文化センター等の施設を活用し、地域に根差した学習活動や行事への参加を促し、仲

間づくりを進めながら差別解消への意欲を高める。 

⑩ 人権文化創造活動支援事業 
人権文化センター等の施設を活用し、体験をもとに人権課題の解決への力を養う講座を

実施し、人権意識の向上を図る。 
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＜令和４年度（2022年度）方向性未決定分＞ 

区分 事務事業 事業概要 担当課 ページ 

上
乗
せ
横
出
し
事
業 

⑪  障害者（児）医療費助成事業 
市民の健康保持・福祉増進を目的に、兵庫県との共同事業として福祉医療制度を実施

する。市民が、安心して医療を受けることができるよう県基準に加え、市として対象

者の拡大と所得制限の緩和を図っている。 

医療助成課 

- 

⑫  乳幼児等医療費助成事業 11 

市
単
独
事
業 

⑬ 高齢者社会参加・健康促進事業

（高齢者バス・タクシー運賃助成事

業） 

４月１日現在満７０歳以上の市民のうち⑬身体障害者手帳・療育手帳を所持していな

い市民にバス・タクシーに使用できる５００円の助成券を⑭手帳を所持している市民

にタクシーに使用できる４３０円の助成券を、年間１０枚交付する。⑬⑭とも福祉タ

クシー・リフト付きタクシーの助成対象者を除く。 

高齢福祉課 - 

⑭ 障碍（がい）高齢者タクシー運賃助

成事業 

⑮ 生活道路整備事業 

市民の日常生活の利便性の向上、生活環境の整備、災害時の安全確保を図ることを目

的とし、生活道路整備条例に基づき、建築確認申請時に道路後退が生じた箇所などに

おいて、後退部分等の用地買収を行い、道路として拡幅整備を行う。 

道路管理課 12 

⑯ 特別支援教育推進事業 

個別のニーズに応じた環境整備に加えて、介助員、看護師、学習支援員等の人的配置

を行う。巡回相談、研修会等を行い従事者のレベルアップを図る。「なかよし運動会」

「ふれあい作品展」「さよならコンサート」等で児童生徒の交流を行う。 

学校教育課 13 

⑰ 子ども支援事業 

子どもが自分らしく安定した学校生活を送るため、心理発達面や学習面の支援を行

う。集団になじみにくい子どもに対し、心理サポーターや別室登校指導員等による個

別支援を行う。SC・医師等専門家を派遣し教員の多角的な子ども理解を深める。 

教育支援課 14 

※⑪、⑬、⑭の検証結果については、取りまとまり次第、個票を追加します。 
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事務 
事業 

人事管理事業(被服等貸与) 担当課 人材育成課 

主
な
議
論
の
内
容 

＜有効性＞ 

① 貸与した被服が必ずしも着用されていない実態がある。技術服・調理服・保育士服・幼稚園服など被服の種類によって、同一のものを

着るというユニフォームとしての役割や安全性に対する役割などが異なる。各課で独自に購入する被服も含め、被服の種類ごとに購入

や貸与が必要か改めて整理が必要ではないか。 

＜効率性＞ 

② 過剰な貸与とならないよう、貸与期間の見直しや新たなものを配布する場合は、返却もしくは廃棄させることが必要ではないか。 

＜その他＞ 

③ 市章のついた被服が売買されたり、職員が目的外に使用したりすれば市の責任が問われかねない。被服の種類によっては名札を着用す

ることで市章は不要ではないか。市章が不要となればコスト削減にもつながる。 

方
向
性 

□ 事業拡充 

①② 職種を対象に貸与する被服については、台帳管理を行い、貸与や使用の状況を把握したうえで被服の種類ご

とに労働安全衛生の観点での必要性や適切な貸与期間を検証し、適正化を図る。また、職員被服等貸与規程

を改正し、新たなものを配布する際は貸与した被服の廃棄を職員に義務付ける。【R6年度】 

各課で独自に購入する被服については、各部で必要性を検証し、適正化を図る。また、貸与に係る規定を職

員被服等貸与規程に定め、適切に各課で管理する。【R6年度】 

③ 職務執行上で名札の着用に危険が伴う場合を除き、市章については原則として廃止する方向で取り組む。【R6     

年度】 

□ 現行通り継続 

■ 手法、内容の見直し 
（指標の見直し含む） 

□ 縮小 

□ 廃止／休止 

□ 転換 

□ 宝塚市行財政経営行動計画 

での進捗管理 

※「方向性」の文末の【 】は、取組を実施する又は開始する予定時期を示しています。 
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事務 
事業 

在宅児支援事業 担当課 子ども発達支援センター 

主
な
議
論
の
内
容 

＜有効性＞ 

① 今の成果指標（支援機関等につないだ相談者）だけでは成果を十分に測ることができない。支援機関につないだ相談者の割合や相談者

へのアンケートによる満足度など新たな成果指標について検討が必要ではないか。また、出前発達相談に関して活動の成果を測る指標

の設定が必要ではないか。 

＜効率性＞ 

② これまで子ども発達支援センターに相談していた保護者が、令和 5年 2 月にオープンした、たからっ子総合相談センター「あのね」に

相談に行くことも考えられる。そうした相談者数の変化を捉え、事業規模や従事職員数などの見直しが必要ではないか。 

③ ぴよぴよ広場（親子教室）について、待ちが発生して利用までに時間を要する現状は望ましくない。手厚さだけでなくスピード感も重

視し、多くの人の相談を受けられるような仕組みにする必要があるのではないか。また、数回の参加でも障碍（がい）の有無の見立て

ができる場合や、回数が多いと感じる人もいるのではないか。一方で見立てをするのに回数を要する場合もあるので、利用者のニーズ

や子どもの状況に応じて柔軟に利用できるような仕組みについて、他市の事例も踏まえ検討が必要ではないか。 

④ 令和 6年 4月の改正児童福祉法の施行により、児童発達支援センターの機能強化や障碍（がい）児の支援体制の強化を目的とした地域

障害児支援体制強化事業が始まる。同事業の補助対象となるかや移行の是非について調査・検討する必要がある。 

＜その他＞ 

⑤ 相談件数や利用者が増加しており、今後、財源や職員が限られていくことを踏まえると市だけで対応することが困難になる恐れがあ

る。児童通所支援利用の手引きを作成し、民間事業所の情報を市民に提供するなどの連携は行っているが、今後、市が果たすべき役割

と民間でも可能な役割を整理し、民間との連携をさらに進めていく必要がある。 

方
向
性 

□ 事業拡充 
① 支援機関につないだ相談者の割合を成果指標に設定する。また、ぴよぴよ広場（親子教室）及び子ども発

達総合相談において実施するアンケート項目を新たな成果指標として設定することを検討する。出前発達

相談については実施施設と連携し相談者に対してのアンケートを実施する。【R5年度】 

② 子ども発達支援センターへの相談件数や各種の相談事業の申し込み状況の変化と「あのね」の関連性を分

析し、必要に応じて事業規模や従事職員数などの見直しに取り組む。【R5年度】 

③ 利用者へのアンケートや近隣市の事例などを参考に、より効率的・効果的な仕組みを検討する。【R5年度】 

④ 地域障害児支援体制強化事業への R6年度からの移行に向けて、さらに検討を進める。【R5年度】 

⑤ 民間事業所も含めた地域全体での支援に向けて、市が果たすべき役割と民間でも可能な役割を整理し、子

ども発達支援センターが中核的な役割を果たしながら連携を進める。【R5年度】 

□ 現行通り継続 

■ 手法、内容の見直し 

（指標の見直し含む） 

□ 縮小 

□ 廃止／休止 

□ 転換 

□ 宝塚市行財政経営行動計画 

での進捗管理 

※「方向性」の文末の【 】は、取組を実施する又は開始する予定時期を示しています。 
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事務 
事業 

青少年音楽活動推進事業 担当課 青少年課 

主
な
議
論
の
内
容 

＜有効性＞ 

① 本事業は、音楽を通して青少年の健全育成を図ることなどを目的としているが、事業の成果が今の指標（音楽隊・バトン隊隊員数）だ

けでははっきり見えない。どれだけ健全育成につながったのかを把握するため、隊員や保護者へアンケートを実施し、新たな成果指標

を設定することが必要ではないか。 

＜その他＞ 

② 隊員数はコロナ禍の影響により R4 年度で 10 人以下となっている学校がある。今後、若干の回復は見込めるものの長期的には減少して

いくことが見込まれるため、今後、学校単位での活動がままならないことも想定されるので活動拠点の集約などの検討が必要ではない

か。また、小学校 23校のうち実施は 9校となっている。少子化の進行による事業の持続性や一部の学校にしか参加機会がないという公

平性の問題を踏まえ、この事業の運営方法など将来のあるべき姿を早期に示し、必要に応じて地域とも協議しながら、中長期スパンで

見直しに取り組んでいくべきではないか。 

方
向
性 

□ 事業拡充 

① R6年度からの指標設定に向け、アンケートを実施する。【R5年度】 

② 隊員数の減少や参加機会が一部の学校に限られているという問題に対応するため、対象校を広げて活動拠点を

集約するなどの事業の方向性を R5年度中に示す。【R5年度】 

課題解決に向けた手順を R6年度に作成し、中長期的に見直しに取り組む。【R6年度】 

□ 現行通り継続 

■ 手法、内容の見直し 
（指標の見直し含む） 

□ 縮小 

□ 廃止／休止 

□ 転換 

■ 宝塚市行財政経営行動計画 

での進捗管理 

※「方向性」の文末の【 】は、取組を実施する又は開始する予定時期を示しています。 
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事務 
事業 

都市美化推進事業、環境美化推進事業(宝塚を美しくする市民運動) 担当課 
環境政策課・生活環境課、道

路管理課 

主
な
議
論
の
内
容 

＜有効性＞ 

① 宝塚を美しくする市民運動については、市民の自主的な取組から始まった歴史ある事業であり、自治会連合会及び自治会ネットワーク

会議との共催事業として実施しているが、自治会会員の減少や高齢化の進行による参加者の減少が今後想定される。持続的に事業の成

果を維持・向上させていくためには、参加団体や参加者の拡大に取り組む必要がある。例えば、小中学校・ボーイスカウトなどの子ど

もや、本市と協定を締結している事業者などへ呼びかけることで、より多くの組織・市民に参加してもらえるのではないか。 

② 参加団体や参加者の拡大のほか若者・子どもなど多様な年代の参加に繋げるため、自治会等へのアンケートを実施し、参加者や不参加

者の声を聞いてはどうか。インターネットを活用してアンケートを実施したり、すべての自治会が難しければ一部の自治会で実施した

りするなど、効率的な手法についても検討が必要ではないか。 

方
向
性 

□ 事業拡充 

① 本事業の開始当初から自治会以外に、事業者や団体、グループ等へも参加の呼びかけを行っており、今後もよ

り多くの組織・市民に参加してもらえるよう呼びかけていく。 

② 持続的に事業を進めていくための手法や工夫については、今後も自治会連合会や自治会ネットワーク会議と相

談等を行っていく。 

□ 現行通り継続 

■ 手法、内容の見直し 
（指標の見直し含む） 

□ 縮小 

□ 廃止／休止 

□ 転換 

□ 宝塚市行財政経営行動計画 

での進捗管理 

※「方向性」の文末の【 】は、取組を実施する又は開始する予定時期を示しています。 
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事務 
事業 

就労支援事業 担当課 商工勤労課 

主
な
議
論
の
内
容 

＜有効性＞ 

① 相談者の状況や支援結果、就職後の状況を調査し、データを蓄積していくことで、より有効な手法への改善や好事例の情報発信を行う

ことができる。事業効果をより高めるため、こうした検討が必要ではないか。 

② 民間の就労支援が充実している中で、どのような人を対象とするのかや成果を明確にし、市が実施する意義や事業の方向性を整理する

必要がある。また、再就職を目指す女性や生活困窮者、障碍（がい）がある人などを対象に他事業で行っている支援と、より連携する

必要がある。 

③ 商工会議所や雇用促進連絡協議会などの雇用者側にも市の取組の理解と協力を求め、相談者側の声を伝えることが相談者の就労につな

がるのではないか。 

④ 若者しごと相談では、新卒者と 49歳までの若年層及び再就職を目指す女性を対象としているが、一般的な「若者」のイメージと対象者

にずれが生じている。名称について検討してはどうか。 

方
向
性 

□ 事業拡充 ① 就職後の調査方法や相談者の協力などの課題を整理し、データの蓄積やデータを活用した情報発信等に取り組

む。【R5年度】 

② 第 2次労働施策推進計画に基づき、誰もが自分に合った働き方ができるよう、長年就労していない人や就労に

あたり何らかの困難を抱える人を対象とした、地域に根差した就労支援に有効な手法を検討し注力していく。

また、再就職を目指す女性や生活困窮者、障碍（がい）がある人などへの支援との連携をより一層進める。【R5

年度】 

③ 就職に何らかの困難を抱える人の就職実現に向けて、就職氷河期世代支援や障碍（がい）者雇用、女性活躍な

どの視点を取り入れながら、雇用促進に関する啓発に取り組む。【R5年度】 

④ 若者しごと相談は、国との共同事業であるため、国と本市が参加する宝塚市一体的実施事業運営協議会で最適

な名称について協議する。【R5年度】 

□ 現行通り継続 

■ 手法、内容の見直し 
（指標の見直し含む） 

□ 縮小 

□ 廃止／休止 

□ 転換 

□ 宝塚市行財政経営行動計画 

での進捗管理 

※「方向性」の文末の【 】は、取組を実施する又は開始する予定時期を示しています。 
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事務 
事業 

人権教育推進事業、人権教育総務事業、人権教育文化事業、人権文化創造活動支援事業 担当課 学校教育課 

主
な
議
論
の
内
容 

＜有効性＞ 

① 啓発講座について、平日の日中のため参加できない人にも人権問題への関心を高めるため、講座内容を録画しアーカイブ動画をオンラ

インでいつでも見られるようにすることで、多くの人が講座を受講できるようになる。周知方法や開催方法などの検討が必要ではない

か。 

② 事業の成果が今の指標（講座参加者数、講座内容の理解度など）だけでははっきり見えない部分もある。アンケートは手法や分析が難

しいと思うが、人権意識の高まりを測る何らかのわかりやすい成果指標を設定することが必要である。 

③ テーマの中心は同和問題ということだが、例えばインターネット上の人権侵害から同和問題につなげるアプローチも有効ではないか。 

④ 3名の指導主事が地域や市内 3か所の人権文化センターと連携を図りながら、学習活動や行事を実施しているが、より効果的な方策に

ついて検討してはどうか。 

⑤ 人権・同和教育協議会について、他市の事例も参考にしながら、より効率的・効果的に取り組む必要があるのではないか。 

⑥ 地域や教員、子どもなどを対象に様々な講座や行事が実施されているが、人権文化センターなどでも様々な啓発事業が行われており、

より効率的・効果的な啓発に向け、それぞれの役割や実施内容について検討が必要ではないか。 

方
向
性 

□ 事業拡充 
① アーカイブ動画のオンライン視聴の実施に向けて検討する。【R5年度】 

② 成果指標の設定に向け、講座受講者に対して”人権意識がどうなったか” などの意識の変化に関するアンケ

ートを実施する。【R6年度】 

③ 学校教育においては、教科だけでなく、様々な体験活動や交流を通して子どもたちが自分の問題として人権に

気づき、考える機会を提供することが大切である。そのため同和問題が人権課題の重要な柱であると捉えつつ

も、今日的な課題も含めたさまざまな問題についても取り組み、子どもたちの人権意識を培う。【R5年度】 

④ 地域における人権教育や啓発をより効果的に実施するため、事業内容については、地域とも協議しながら検討

する。【R5年度】 

⑤⑥ 近隣市の協議会の取組や各部署の啓発事業の役割を調査・分析し、より効率的・効果的な取組について検討

する。 

□ 現行通り継続 

■ 手法、内容の見直し 
（指標の見直し含む） 

□ 縮小 

□ 廃止／休止 

□ 転換 

□ 宝塚市行財政経営行動計画 

での進捗管理 

※「方向性」の文末の【 】は、取組を実施する又は開始する予定時期を示しています。 
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事務 
事業 

乳幼児等医療費助成事業 担当課 医療助成課 

主
な
議
論
の
内
容 

＜有効性＞ 

① 住んでいる地域や世帯の所得状況によって子育て支援に差をつけることなく、子どもの健やかな成長を支えていくためには、制度拡充

の必要性が高い。全国的に拡充に向けた動きが活発になり、近隣市においても対象者の拡大や無償化の動きがある。また、国において

も、「異次元の少子化対策」を掲げ、取組を強化する方向で進んでいる。このような状況から、医療費助成の拡充は子ども施策の中で

も優先度が高い。 

＜効率性＞ 

② 自己負担の導入や所得制限に係る世帯合算の導入については、上記①のとおり、住んでいる地域や世帯の所得状況によって子育て支援

に差をつけることなく、子どもの健やかな成長を支えていく必要があるため導入を見送る。 

方
向
性 

■ 事業拡充 

①② 高校生等の入院を新たに助成対象とし、所得制限を設定しないこととするとともに、1歳から中学 3年生（15

歳）まで設定していた所得制限を撤廃し、制度の拡充を図る。 

また、地域によって差が生じないよう、全国一律の子ども医療費助成制度の創設について引き続き国や県に

対し要望しながら、今後も本事業の安定的かつ継続的な実施を確保するとともに、事業拡充については引き

続き検討する。【R5年度】 

□ 現行通り継続 

□ 手法、内容の見直し 
（指標の見直し含む） 

□ 縮小 

□ 廃止／休止 

□ 転換 

□ 宝塚市行財政経営行動計画 

での進捗管理 
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事務 
事業 

生活道路整備事業 担当課 道路管理課 

主
な
議
論
の
内
容 

＜有効性＞ 

① 本事業は、日常生活の利便性の向上、生活環境の改善、災害時における安全確保に資する事業だが、事業の成果が今の指標（「指定す

る道路（整備延長）」と「狭あい道路（整備延長）」）だけでははっきり見えない。新たな成果指標を設定することが必要ではないか。 

② 対象指標の「生活道路整備条例で位置づけた道路」が過去から 415,892mとなっているが、狭あい道路が新たに認定されるなど数値が

変動するため、現在の実際の数値と異なっているのではないか。狭あい道路は対象も多く算出に時間を要する課題はあるが、持続的に

事業を続けていくのであれば、対象指標と総整備延長を再算出し、成果として整備の進捗を示す必要があるのではないか。 

＜効率性＞ 

③ 本市の道路事情を踏まえると制度の見直しはすべきでないという意見があった。一方で、財政面の観点や今後職員が限られていくこと

を踏まえ、限られる資源で成果を最大化するという視点で事業を改善していくことが必要であることから、職員の事務負担やコストの

削減に向けて、市が測量・分筆・工事するのではなく開発事業者が行う測量・分筆・工事に対し一定の金額を補助することや、道路用

地の寄附・使用貸借を増やすこと、狭あい道路の買取価格を見直すことについての意見もあった。 

方
向
性 

□ 事業拡充 

①② まずは指定する道路について整備率を新たな指標として設定するため、算出方法を検討する。【R5年度】 

③ 今後、資源が限られていくため、事業の効率化については、引き続き検討課題とする。 

□ 現行通り継続 

■ 手法、内容の見直し 
（指標の見直し含む） 

□ 縮小 

□ 廃止／休止 

□ 転換 

□ 宝塚市行財政経営行動計画 

での進捗管理 

※「方向性」の文末の【 】は、取組を実施する又は開始する予定時期を示しています。 
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事務 
事業 

特別支援教育推進事業 担当課 学校教育課 

主
な
議
論
の
内
容 

＜有効性＞ 

① 今の成果指標（なかよし運動会の参加率）だけでは成果を十分に測ることができない。事業全体ではなく事業の一部に関したものにな

っているので、新たな成果指標を設定する必要がある。 

＜効率性＞ 

② 近隣市に比べ介助員の配置人数が多いことが、事業費が大きい主な要因となっている。財源が限られていく中でも効果的に配置するた

めには、配置基準について見直しが必要ではないか。 

方
向
性 

□ 事業拡充 

① 児童生徒の支援に関する保護者へのアンケートを R5年度に実施し、新たな指標を設定する。【R6年度】 

② 介助員の配置について判断する際の基準となる明確な視点を昨年度に整理した。その運用状況も踏まえ、より

効率的・効果的に配置ができるように配置基準の見直しを行う。【R5年度】 

□ 現行通り継続 

■ 手法、内容の見直し 
（指標の見直し含む） 

□ 縮小 

□ 廃止／休止 

□ 転換 

□ 宝塚市行財政経営行動計画 

での進捗管理 

※「方向性」の文末の【 】は、取組を実施する又は開始する予定時期を示しています。 
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事務 
事業 

子ども支援事業 担当課 教育支援課 

主
な
議
論
の
内
容 

＜有効性＞ 

① 本事業は、小中学校の支援が必要な児童生徒を対象とした事業であるため、今の対象指標（市立中学校生徒数）を市立小中学校生徒数

に変更する必要がある。 

② 今の活動指標（別室登校指導員の配置率）だけでは活動を十分に測ることができないので新たな活動指標を設定する必要がある。 

＜効率性＞ 

③ 心理サポーターについては、子どもの背景やクラス集団の様子、校内の状況なども踏まえた配置が必要なため、一律的で詳細な配置基準の

設定は難しいが、財源が限られていく中でも効果的に事業を実施していくためには、近隣市の情報も収集しながら配置について検討し

ていくことが必要である。 

方
向
性 

□ 事業拡充 

① 市立小中学校児童生徒数を対象指標に設定する。【R5年度】 

② 別室登校指導員対象の研修会実施回数を新たに活動指標に設定する。【R5年度】 

③ 配置の考え方については、近隣市の情報も収集しながら、子どもや学校などの状況を総合的に勘案しつつ、よ

り効率的・効果的な配置に取り組む。【R5年度】 

□ 現行通り継続 

■ 手法、内容の見直し 
（指標の見直し含む） 

□ 縮小 

□ 廃止／休止 

□ 転換 

□ 宝塚市行財政経営行動計画 

での進捗管理 

※「方向性」の文末の【 】は、取組を実施する又は開始する予定時期を示しています。 


